
 

 

歯のお医者さんと歯のヘル

パーさんがお宅に伺います。

○ 訪問歯科診療を通して、高齢者の口腔衛生の向上を

支援します！

○ 歯科治療でお困りの高齢者と家族をサポートします。

身体介護が必要な高齢者や障害者のために往診します。

〒238-0024 横須賀市大矢部2-5-20 あづまビル（Ⅱ）1階

社協の顧問弁護士が、相談に応じます

【狩倉博之弁護士】

【一般相談】 ５／２８

６／２５

金曜日１０時～

１２時

予約制で、各３０分の相

談時間です。

お早めにご予約ください。

問合せ ８８８－７３４７

お使い物用から、ご自宅用まで１００

種類のお線香からお好みの香りを見つ

けてください。
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平素は当センターをご利用いただき、心よりお礼申しあげます。

さて、特定非営利活動法人三浦市介護サービスセンターは平成２２年３月をもちまして、

事業所を下記に移転いたしました。

今後も地域に根ざした質の高いサービス提供を心掛ける所存でございます。移転当初

は何かとご不便、ご迷惑をお掛けすることと存じますが、引き続きご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

【問合せ】 住所 三浦市栄町９－４ 電話 ０４６－８８０－０７２０

地域福祉センターでは、９回目を迎える

センターまつりを６月２０日（日）１０：

００から開催いたします。

当日、おまつりでは、各事業所の紹介

作業所の作品展示・即売、社会福祉士等

による福祉相談コーナー（無料）、模擬

店等（バザー、カレー、焼きそば、フラ

ンクフラト等）のプログラムを予定して

います。 問合せ ８８１－７７７０

昨年度策定した「三浦市地域福祉活動計画」の改定作業は、我々に多くの

示唆を与え、他方猛省を促すひとつの契機となりました。とりわけ、障害者

施策が遅々として進んでいない現状が顕在化されたことに、利害関係を伴う

関係者は唇を噛みしめる思いをしたことでしょう。

こうした現状を打破すべく、平成22年度より障害者自立支援法に基づく

「就労継続支援Ｂ型事業所」をスタートさせます。「就労継続支援Ｂ型事業」

とは、一般就労が難しい方、離職された方、仕事をすることで社会的自立を

目指したい方に働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必

要な訓練を行う事業です。

事業所名は「どんまい」。「どんまい」とは英語の“Ｄｏｎ’ｔ ｍｉｎ

ｄ”からきた言葉で、英語同様「気にするな」「心配するな」という意味で

使われています。失敗を恐れず、果敢に生産活動に参加を求めたいという願

いの元に命名しました。

本会が運営するＢ型事業所では、生産活動を「宅配弁当事業」に定め、働

く喜び、喜ばれる感動を体感できる事業展開をモットーとしていきます。

このように三浦市社会福祉協議会では、今後障害分野の活動に積極的に取り

組んでいきたいと考えております。

さて、平成２１年度末期には、本会の役員・評議員の任期満了に伴い改選

が行われ、会長をはじめ新たな組織体制になりました。平成２２年度は、役

職員全員が新たな気持ちでこの三浦市社会福祉協議会を盛り上げていくこと

になるでしょう。

三浦市の財政は依然として厳しい状況にあります。財政が厳しい中でも、

本会は市の補助金に依存するのではなく、市民の皆様が安心して生活が送れ

るよう充実した社会福祉事業を行うために、介護保険事業や自立支援法に基

づく事業、収益事業といった資金を生み出す事業にも力を入れているところ

です。平成２２年度では、先述した就労継続支援Ｂ型事業が目玉となるでしょ

う。初の試みでありますが、準備段階から試行錯誤し、職員一同よりよい事

業にするため足場を固めているところです。

三浦市社会福祉協議会は変化を遂げているのです。市民の皆様が安心して

何でも相談できる場所として、より一層職員の資質の向上、組織の強化に力

を入れていきます。

平成２２年５月

社会福祉法人三浦市社会福祉協議会

会 長 川 﨑 喜 正

68,233,000円
（21.8％）

70,000円
（0.03％）

793,000円
（0.3％）

3,506,000円
（1.1％）

1,330,000円
（0.43％）

1,972,000円
（0.63％）

1,444,000円
（0.46％）

550,000円
（0.17％）

4,465,000円
（1.42％）

2,000,000円
（0.64％）

47,217,000円
（15.1％）

76,058,000円
（24.32％）

33,682,000円
（10.8％）

38,143,000円
（12.2％）

6,600,000円
（2.1％）

一般会計 279,463,000円

特別会計 33,258,000円

総合計 312,721,000円

１．組織体制の強化

２．関係機関・団体との協働による相談ﾈｯﾄﾜｰｸ事業の強化

３．介護保険事業の自立的経営基盤の強化

４．就労支援事業の充実

26,658,000円
(8.5%）




